
様式第２号 

事業計画書 
 
１ 対象住宅の概要 

 
２ 補助前の診断評点等 

※1 上部構造評点の最小値を、補助金申込書の「改修前の診断評点」として記入してください。 
 
３ 改修後の診断評点等 

※2 ②から④を選択した場合は、所得税控除等の税制上の優遇措置を受けられません。 

※3 該当する場合は、完了報告書提出時に建築基準法第７条第５項による検査済証を添付してください。 
 
 
 
 

所 有 者   

所 在 地   

工  法 1 在来軸組工法   2 伝統的構法   3 枠組壁工法 

延床面積 
１階：     ㎡   ２階：     ㎡   ３階：     ㎡ 

合計：     ㎡ 

建築年月      年   月 

耐震診断実施年度  
耐震診断士派遣決定通知書 

の番号および年月日 

あ建第       号 

令和  年  月  日 

担当耐震診断士 
耐震診断士登録番号 

氏  名 

一般診断法の場合 

診断評点 ※1 

 Ｘ方向 Ｙ方向 

２階   

１階   

伝統耐震診断法の

場合 

評価指数 

 Ｘ方向 Ｙ方向 

   

補強計画を作成 

した耐震診断士 

耐震診断士登録番号 

氏  名 

耐震診断の場合 

 
補強計画の方針 
（どちらかを選択） 

□①［住宅全体の耐震改修］診断評点を 1.0 以上にする 

□②［住宅全体の耐震改修］診断評点を 0.7 以上にする ※2 

□③［特定居室の部分的な耐震改修］部分診断評点を 1.5 以上にする 

補強計画による 

診断評点  

 Ｘ方向 Ｙ方向 

２階   

１階   

補強計画による 

部分診断評点 
１階   

耐震診断（伝統耐震診断法）の場合 

 補強計画の方針 □④［住宅全体の耐震改修］診断評点 1.0 以上相当とする ※2 

補助金額加算措置 

 

ア 過去に作成し

た補強計画を変更

して工事を行う場

合 

 □該当する   □該当しない 

 
イ 高齢世帯の場

合 
 □該当する   □該当しない 

建築基準法第６条第１項第２号の大規模の修

繕若しくは大規模の模様替に該当する※3 
□該当する   □該当しない 



４ 補助対象となる除却工事 

 

５ 補助金額の算出 

※4 補助金の額は、要綱第７条第１項各号の規定に基づき算出し、千円未満を切捨て記入してください。 

前年度以前に耐震診断（伝統耐震診

断法を含む）を受けたものであっ

て、過去に本補助金を受けたことが

ない木造住宅の除却工事 

 □実施する   □実施しない 

 金 額 

総 費 用 円 

耐震改修工事に要する費用 円 

補助金の額 ※4 円 


